
平成２３年度甲斐市普通会計行政コスト計算書解説 

 

《概要》 

 行政コスト計算書は、「経常行政コスト」と「経常収益」からなり、これらを差引き

したものが、「純経常行政コスト」になります。 

 「経常行政コスト」（行政サービスに係る経費）は、性質別（性質別行政コスト）と

行政目的別（目的別行政コスト）に分解して見ることができます。 

 行政コスト計算書を横方向に見る「性質別行政コスト計算書」では、資産形成に結び

つかない１年間の行政サービスを提供するにあたって、人件費や物件費、補助金など、

どのような性質の経費を要した（経常行政コスト）のか、また、このような行政サービ

ス提供の対価としての使用料や手数料といった受益者負担（経常収益）がどの程度あっ

たのかが把握できます。 

 一方、行政コスト計算書を縦方向に見る「目的別行政コスト計算書」では、経常行政

コストと経常収益が、生活インフラ・国土保全、教育、福祉といった行政目的別にそれ

ぞれどの程度あったかを見ることができます。 

 「純経常行政コスト」は、経常行政コストと経常収益との差引いた額で、地方税や地

方交付税といった一般財源などで賄わなければならないコストを表します。 

 

 平成２３年度の「経常行政コスト」の総額は、２０２億７３９万２千円となりました。

これに対して「経常収益」は６億８，５３３万５千円となり、これらを差引きした「純経

常行政コスト」は１９５億２，２０５万７千円となっています。 

 

 性質別に見てみると、人件費などの「人にかかるコスト」は３３億８，０８８万５千円

で「経常行政コスト」の１６．７％を占めています。 

 「物にかかるコスト」は６２億６，２５７万４千円で３１．０％を占めており、主なも

のは、物件費３３億７，７３８万９千円、減価償却費２８億３，５１０万５千円などです。 

 社会保障給付、補助金等、他会計等への支出額などの「移転支出的コスト」は１００億

３，００３万６千円と最も多く、「経常行政コスト」の４９．６％を占めています。主なも

のは、社会保障給付が４８億６，０４６万９千円、他団体等への補助金等が２５億２，３

１７万３千円、特別会計等への繰出金などの支出額が２４億９，９６３万４千円などとな

っています。 

 「その他の行政コスト」は５億３，３８９万７千円で２．６％となっています。主なも

のは、地方債の支払利息で４億１，２１９万５千円です。 

 

 目的別に見てみると、社会保障給付や国民健康保険・介護保険特別会計等への繰出金な

どの「移転支出的コスト」が多い「福祉」が７８億９，３０４万 3 千円と最も多く、「経常

行政コスト」の３９．１％を占めています。 

次に物件費や減価償却費などの「物にかかるコスト」が多い「教育」が３０億３，３７

５万５千円で１５．０％、「人にかかるコスト」や「物にかかるコスト」が多い「総務」が



２３億１，１９０万４千円で１１．４％と続き、減価償却など「物にかかるコスト」や下

水道事業特別会計等への繰出金などの「移転支出的コスト」が多く２２億６，５１４万１

千円で１１．２％を占める「生活インフラ・国土保全」の順となっています。 

 

 

 

 

《財務分析》 

○受益者負担比率 

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者の負担額ですので、経常収益

の行政コストに対する割合で、受益者負担割合が算定できます。 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

甲斐市の受益者負担比率は、３．４％となっています。 

平均的な負担比率としては、２％～８％の間となります。比率が著しく低い場合など

は、使用料等の負担の適正化に向け、検討する必要があります。 

 

項  目 金  額 ・ 比  率 

経常収益  ａ ６億８，５３３万５千円 

経常行政コスト  ｂ ２０２億  ７３９万２千円 

受益者負担比率  ａ／ｂ ３．４％  

 

 

○行政コスト対公共資産比率 

 行政コストの公共資産に対する比率を見ることで、資産を活用するためにどれだけの

コストがかけられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供

しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することができます。 

 行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×１００ 

  ※ 「経常行政コスト」は行政コスト計算書、「公共資産」は貸借対照表の数値を使用。 

 甲斐市の行政コスト対公共資産比率は２０．６％となっています。 

この比率の平均的な値は、１０％～３０％の間となります。 

 

項  目 金  額 ・ 比  率 

経常行政コスト  ａ ２０２億  ７３９万２千円 

公共資産  ｂ ９７９億９，８６４万８千円 

行政コスト対公共資産比率  ａ／ｂ ２０．６％  

 

 

○行政コスト対税収等比率 

 純経常行政コストに対する一般財源等の比率を見ることで、当年度の行われた行政サ

ービスのコストから受益者負担を除いた純経常行政コストに対して、どれだけが当年度



の負担で賄われたかがわかります。 

行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入）

×１００ 

  ※ 「純経常行政コスト」は行政コスト計算書、「一般財源」及び「補助金等受入」は純資産変動計算書のそ

の他一般財源等の列の数値を使用。 

 甲斐市の行政コスト対税収等比率は９５．７％となっています。 

 この比率の平均的な値は、９０％～１１０％の間となります。 

 比率が１００％を下回っていると、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、ある

いは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（もしくはその両方）を表しており、

逆に、比率が１００％を上回っていると、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あ

るいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したこと（もしくはその両方）を表しています。

また、比率が１００％から乖離しているほど、それらの割合が高いことになります。 

 

項  目 金  額 ・ 比  率 

純経常行政コスト  ａ １９５億２，２０５万７千円 

一般財源  ｂ １５７億  ９７７万８千円 

補助金等受入  ｃ ４７億    ８万２千円 

行政コスト対税収等比率 ａ／(ｂ＋ｃ) ９５．７％  

 

○住民一人当たりの行政コスト 

 行政コスト計算書自体では、団体の人口規模等により単純な他団体比較が困難ですが、

行政コスト計算書の各項目の金額を住民一人当たりに換算することにより、他団体と比

較しやすくなります。 

 甲斐市の普通会計の行政コスト計算書の金額を住民一人当たりで算出すると、経常行

政コストは２７万７千円で経常収益は９千円、純経常行政コストは２６万８千円となっ

ています。 

 都市の住民一人あたりの経常行政コストの平均的な値は２０万円～５０万円の間の

金額になります。 

 

性質別分類 金  額 

１ 人にかかるコスト ４６，３６４円 

２ 物にかかるコスト ８５，８８３円 

３ 移転支出的コスト １３７，５４８円 

４ その他の行政コスト ７，３２２円 

経常行政コスト  ａ ２７７，１１７円 

１ 使用料・手数料 ５，５５５円 

２ 分担金・負担金・寄附金 ３，８４３円 

経常収益  ｂ ９，３９８円 

純経常行政コスト  ａ－ｂ ２６７，７１９円  

（平成２４年３月３１日現在の住民基本台帳人口：７２，９２０人） 



 

《用語解説》 

行政コスト計算書 

用     語 解         説 

退職手当引当金繰入等 甲斐市は退職手当組合に加入しているため、次により算出。 

（当年度末退職手当引当金－当年度末退職手当組合積立金）

－（前年度末退職手当引当金－前年度末退職手当組合積立

金）＋当年度退職手当組合負担金。 

賞与引当金繰入額 貸借対照表に計上した賞与引当金と同額を計上。 

減価償却費 土地以外の有形固定資産の経年劣化等により価値が減少した

と認められる額。 

社会保障給付 生活保護費、児童手当・子ども手当、高齢者や障害者に対す

る援護措置等に要する扶助費。 

他団体への公共資産整備補

助金等 

普通建設事業費のうち、他団体が自治体からの補助金を財源

に公共資産を整備した場合、整備された資産は自治体の資産

ではないため、有形固定資産として貸借対照表には計上せ

ず、自治体のコストとして行政コスト計算書へ計上します。 

貸借対照表の欄外に注記した「他団体及び民間への支出金に

より形成された資産」の当年度分の支出額です。 

支払利息 地方債及び一時借入金に係る支払利息を計上。 

回収不能見込計上額 貸付金や長期延滞債権のうち回収不能が見込まれる額。 

当年度末における回収不能見込額から、前年度末における回

収不能見込額を控除し、当年度の不能欠損額を加算し算出。 

経常収益 行政サービスの直接的な対価として受益者が負担した額。使

用料・手数料、分担金・負担金・寄附金が該当。 

純経常行政コスト 経常行政コストから経常収益を控除した額。地方税や地方交

付税等の一般財源で賄わなければならないコストを表します。 

 


